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1　はじめに
世界自動車市場統計（“World　Automotive　Market　Report“，　etc．）によれば，現在，世
界で保有している自動車の総台数は約6億7，700万台に及んでいるという　（1996年12月末現在）。
世界の総人口は57億6，800万人（同年末。国連調べ）とされているから，8．5人に1台の割合で
自動車を保有することになる。ところが，この保有台数は地域的に大きく偏在し，北米，西欧
および日本で走っている自動車が全体の72．2％を占めているのである。日本で走っている自動
車は，ついに7，000万台の大台を超えてしまった。
　これらの先進諸国にいたっては，乗用車1台につき1．6人から2．6人の割合である。これ以外
の地域では欧米の先進諸国に追いつけ，追い越せと励み，積極的に自動車産業育成のための施
策を講じているから，これらの諸国も自動車の生産とその保有は今後急増することは明らかで
ある。
　ところで，1940（昭和15）年には，世界の自動車保有総台数は4，451．5万台と記録されてい
る。したがって，自動車はこの60年間に実に15倍も増えたことになる。ちなみに，日本の自動
車保有は1940年に12万9，000台であったから，この60年間で543倍（アメリカは同比，6．5倍）
に膨らんだことになる。戦後になって，自動車の排気ガスがもたらす公害問題が急浮上し，ま
た自動車の急増に道路拡充が追いつかないため，いたるところで交通渋滞をひき起こし，さら
に自動車自体の欠陥や無謀運転などが重なって死傷者が急増（日本の交通事故による死者は
1997年に9，640人）するなど，自動車をめぐる社会問題は深刻なものになっている。これらの問
題はいずれも，自動車がこの世に登場した初期のころには，あまり世間を騒がせるものではな
かったが，しかし当然起こりうる素地を自動車自体に孕んでいたのである。
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　ガソリン自動車が誕生したのは1880年代の後半であり，ドイツのダイムラー（Gottlieb　W．
Daimler，1834－1900）とベンツ（Carl　F．Benz，1844－1929）の二人によってそれぞれ別個
に1885年にガソリン・エンジンが考案され，やがてこれを搭載した自動車を走らせるのに成功
させた。やや遅れてアメリカもガソリン車が導入されている。第1次世界大戦（1914－18年）を
通じて戦時成り金を急増させたアメリカは，一気に世界の経済大国に浮上した。これに伴って，
アメリカは自動車を大量生産する基盤を築き，フォード社のモデル「T型」車の爆発的生産を
生み，これにゼネラル・モーターズ（GM）社，クライスラー社を合わせたいわゆる「ビッ
グ・スリー」は，すでに戦前の1920年代から世界の自動車産業をリードするようになった。
　これを裏付けるかのごとく，第2次世界大戦後に自動車生産が順調に復活したのを背景に，
GM社の社長であったウィルソン（Charles　E．　Wilson）は，その威容を声高に，「アメリカ
にとってよいことは，GMにとってよいことだ。また逆にGMにとってよいことは，アメリカ
にとってもよいことだ」と豪語した。
　たしかに戦前戦後を通じて，アメリカ経済における「ビッグ・スリー」の地位は不動のもの
であったし，ちょうどイギリスが綿工業から主軸を鉄鋼業や鉄道業に移した際に世界的に経済
支配を定着させたと同じ役割を，このアメリカで自動車産業が立派に果たした。
　「ビッグ・スリー」は，世界恐慌時にも他の産業に比べてひどい被害をうけることもなく，
着々と独占体制を内外に固め，戦後においても世界の産業界を主導してきた。産業の主役であ
る自動車，鉄鋼，化学，それに後発のコンピューターは，アメリカの誇る高度な重化学工業の
の花形であり，他の追随を許さなかった。とりわけ自動車産業は，その関連・派生的産業を広
範に巻き込んでいるだけに，GM社を筆頭とする政治・経済的発言は絶大であったといわなけ
ればならない。
　P・A・バランとP・M・スウィージーは独占資本の横暴さを批判することで知られているが，
その彼らでさえ，自動車が一国の経済に多大な影響をおよぼしていることを強調して，次のよ
うにいう。
　「自動車のアメリカ経済にたいする重要性については，ここで詳述する必要はない。われわれ
は次のことをいうだけで十分である。つまり，もっとも大きく，もっとも儲けが多い会社の若
干のものの主たる企業は自動車の生産である。10億ドル以上の資産を有する約10社をふくむ石
油産業は，その利潤の大部分を自動車用ガソリンの販売からえている。その他の巨大な独占産
業の若干のもの（ゴム，鉄鋼，ガラス）は，自動車の製造業者や利用者に対する販売に決定的
に依存している。25万人以上のひとが自動車の修理やサービスにたずさわっている。
　そして数えきれないくらいの他の企業や職業（トラック輸送〈trucking＞，モーテル，行楽
地）が，その存立を直接的にも間接的にも自動車に負っている。このような，ひとつの生産物
のまわりに群がる私的利益の複合関係は，一国の　　あるいは世界の一他のどこにも匹敵す
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るものがない。」
　アメリカに限らず，世界をも支配してきた「ビッグ・スリー」が，世界恐慌時にどのように
企業の存立に向けて腐心してきたかを探ることは，戦後においてウィルソンがGM社の経済界
に占める威容を誇示した発言を裏付ける根拠を解明することにつながるといえよう。
2　楽観的見解を吹きとばした大恐慌
　1929年10月24日，のちに「暗黒の木曜日」（Black　Thursday）と呼ばれたこの日，ニュー
ヨークのウォール街を震撚させた株価大暴落がきっかけとなって起きたパニックは，またたく
間に全産業にひろがり，未曾有の大恐慌に陥った。翌30年には恐慌は西ヨーロッパの資本主義
諸国や日本などをも巻き込んで，年央には世界的規模に達した。1931年半ばには，5月にオー
ストリアの最有力銀行クレディット＝アンシュタルト（Kredit　Anstalt）が閉業したのが主な
口火となってヨーロッパに金融恐慌が襲いかかり，世界恐慌に一層拍車をかけた。
　資本主義にとって景気変動は，避けて通れない経済事象であった。恐慌の原因は，一般にい
われるように，資本主義における無政府的生産に伴う不可避的な商品過剰と，その対極にある
大半を占める消費者の購買力の極端な不足または低迷によるものである。これまでもなかば周
期的に襲う不況に悩まされてきたが，今回の不況は類例のない深刻さを示しており，また長期
に及んでいた。資本主義はすでに独占段階に達し，さらに膨大な大量生産が各産業に浸透して
おり，経営首脳陣による強気の見込み生産に対して危険視する声をよそに，ますますその進行
は加速するばかりであった。第1次世界大戦後，反動不況（1920－22年）が起こったが，これ
は数年で収まり，欧米を中心にしばらくの間好景気に酔いしれていた。投機に投機が上乗せさ
れて，金融膨張も極点に達していたのである。
　反動不況が数年のうちに好況に転じたために，経済界では独占資本主義段階に達したことを
「組織化された」資本主義に置き換えて理解し，もはやそこには大きな景気後退はあり得ない
とする楽観的見解が大勢を占めた。ところが今回の恐慌によって，楽観的な見解をふりかざし
（1）P．A．Baran　and　P．M．Sweezy，　Monopoly　Capital，1966〈1968，　Pelican　Books＞，　p．174．
　（小原敬士訳　『独占資本』　岩波書店，1967，208－9頁。訳書と同文ではない。）
　　なお，1969（昭和44）年のアメリカにおける10億ドル以上の資産をもつ会社は，産業会社102
　社，商業銀行50社，公益事業会社37社，生命保険会社28社，そして運輸会社が16社，合わせて
　233社であった。ちなみに産業会社のベスト10社（資産額の単位は100万ドル）を挙げれば，以下
　のようである。
　　Standard　Oil〈N．J．＞17，537，　G　M　14，820，　Texaco　9，281，　Ford　Motor　9，199，　Gulf
　Oil　8，104，　I　B　M　7，389，　Mobil　Oil　7，162，　General　Telephone＆Electronics　6，909，　U．
　S．Steel　6，560，　Standard　Oil　of　California　6，145．
　　資料：“Fo吻ηグMay　，1970．他に，以下も参照。井上　清　『アメリカ企業形態論』ミネル
　ヴァ書房，1971，140－3頁。
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表1　主要国の工業生産の推移（1927－36年）
（指数：1929年＝100）
’27 ’28 ’29 ’30 ’31 ’32 ’33 ’34 ’35 ’36
ア　メ　リ　カ 89 93 100 81 68 54 64 66 76 88
イ　ギ　リ　ス 96 94 100 92 8484 88 99 106 116
イ　タ　リ　ア 89 92 100 92 78 67 74 81 92 95
オーストリァ 99 99 100 81 69 60 62 68 77 81
カ　　ナ　　ダ 83 93 100 85 71 58 60 74 81 90
スウェーデン 84 89 100 99 9590 96 116127 123
チ　　　　　リ 74 81 100 101 78 87 96105 120126
ド　　イ　　ツ 102 99 100 86 68 53 61 80 94 106
日　　　　本 83 90 100 95 92 98 113128 142 152
ノルウェー 81 90 100 101 78 9394 98 108 115
ハンガリー 96 98 100 94 87 77 84 98 111 129
フ　ラ　ン　ス 79 91 100 100 8969 77 71 67 70
ソ　　　　連 64 80 100 131 161 183198 238293 382
資料：League　of　Nations，　Monthly　Bulletin　of　Statistics，　Economic　Statistics，1900－1983（The　Economist
Publication），1985，　p．101．，　B．R．Mitchell，　ed．，European　Histon’cal　Statistics，1750－1970（MacMillan），1975，
p．357．
ていた多数の人々を一気に覆えさせるのに十分となった。
　すでに，主に欧米では多角的貿易による決済機構が確立しており，一国の金融危機は必然的
に国際的に波及せざるをえなかった。こうして1931年9月21日にイギリスのポンド＝スターリン
グがついに金本位制から離脱し，やがて他国の中央銀行もこれに追随した。アメリカでは銀行
の倒産数は1930年の1，352行，翌31年には2，294行で，わずか2年間で3，646行も銀行経営から
脱落したという。
　世界恐慌前後の統計によれば，工業生産指数は，恐慌以前の頂点の時期（1929年＝100．0）
から最低の時期（1932年）までの間に，アメリカで44．5，ドイツで47．8，フランスで63．9，イ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）ギリスで67．7，そして資本主義諸国全体では56に低落した（表1を参照）。
　資本主義世界の工業水準は，この暴落によって1908－09年の水準に逆戻りしてしまった。ニ
ューヨーク株式市場における株価指数の下落率は，1929年9月から33年7月までに87．4％も引
き下げ，多数の投機家を倒産に追いこんでいる。極度の需要不振は，以前から低迷していた
農・漁業をも巻き込み，これらもどん底に落とした。アメリカの農産物価格は，1929年を100と
すると，33年に48．3に急落した。これに対して農民の消費する商品価格は硬直的な独占価格に
（2）以下も参照。E．Varga，　Miroaye　ekonomichesleie々漉靭，1845－1935，1937．（永住道雄
　訳『世界経済恐慌』慶磨書房，1937－38，第1巻第1部，69－92頁。第1巻第2部，74－78，90
　頁。）
（5） 世界恐慌期におけるアメリカの自動車産業 ???
表2　アメリカの景気指標の推移（1929－36年）
1929 19301931 19321933 1934 19351936
国民総生産（時価） 103．1 90．4 75．8 58．0 55．6 65．1 72．282．5
（1） （100） （87．7） （73．5） （56．3） （53．9） （63．1）（70．0） （80．0）
9■9曹曹●■●曹曹9匿9●●9曹曹9●曽●曹9曹一曹曹曹曹曹曹．．「，，， 雪．曹99，曹幽9・曹曹一 曽曹・・一曽幽・曹曹曹・・ 曹一．一・・9曹曹曹9・ 匿曹一．．冒．曹雪，．層， ，，，，．．，一，，．．9 一．曹・匿．匿曹．冒冒層一 一・幽・・一匿9曹曹．・
鉱工業生産（1） 100 83．6 66．7 47．6 48．1 61．3 71．18 6
・・幽一一・幽・曹一圏一一一幽一一幽一幽一一一一一 一一一一一一一幽曹9曹曹曹 ・虚曹o曹虚一一幽一一一一 ・幽幽幽一幽一一・暫幽圏・ 一・・幽幽・曹曹暫幽o・ 曹曹・幽曹曹9曹・曹曹9， 曹曹，曹9曹曹曹．・9・o一幽幽・曽一曹．・・9曹曹 ■層，，一虚一曽一曽．・
製造業雇用者1時 100 100．5 103．8 97．1 105．6 110．4 117．7 118．5間当り生産高
層，曹雪曹．冒曹曹曹匿匿曹9曹．曹曹匿．曹冒曹，曹 曹匿曹，，一一一一一一一一 一一一一一一一，雫，，，， ．冒冒冒冒，曹曹，，．冒冒 ．冒，層冒，，層，，，甲 一一一一一一一醒一一一一一 一一一一一一一一一一一一一 ，雫，，｝甲一，雫一一一一 幽・幽・99曹曹曹一．．
国民所得（1人当り・ 705 625 531 401 374 427 474 535
時価）（2） （100） （88．7） （75．3） （56．9） （53．0） （60．6）（67．2） （75．9）
曹曹曹曹・9・9・曽曹一曹・曹曹曹曽曹・・9曹曹曹 9曹曹曹．．．，一，一一一 一一一，，．層曹曹曹曹曹曹 ．－9．9曹曹曹曹一．曹匿 曹一一．曹冒曹．，一冒冒 ，．．冒｝，，，雫一，一一 一一一一一，一一一甲，，， 冒，冒，，，，層，，雫，， ，，，甲甲一一■一一一一
常用雇用者年間所 1，543 1，488 1，3691，150 1，086 1，153 1，216 1，287
得・工業（2） （100） （96．4） （88．7） （74．5） （70．4） （74．7）
?（?．???
（83．4）
一一一，，，甲，，，，，，，一，雫｝，一一一一一一 一一一一一一一冒冒暫一暫一 一曹冒一一一一一■■一一一 一一幽幽幽・一一幽幽・圏一 幽・・圏・9曹・・幽・一 曹・・幽曹曹曹・・999曹 曹・曹99曹一曹．・99曹99曹曹曹曹，一匿曹一曹曹 ．．．．冒層，，雪，冒冒
同・農林漁業（2） 401 388 315250 232 253 288 308
（100） （96．8） （78．6） （62．3） （57．9） （63．1） （71．8） （76．8）
曹曹一．．匿曹曹．．．一一匿一一．■．曹匿曹冒冒． 曹．．層一，一一一一一一一 一一一一一一一，一一一一， 一一，，，，，，，，冒冒F 騨，，，雫甲7，一，幽一 一一一一一■一一一一一一冒 一一一一一冒曹幽一一・幽曹 …曹・曹曹・…匿曹 ．．．一匿曹匿9曹曹冒．
総国内民間投資（3） 14．5 10．6 6．8 3．4 3．0 4．1 5．3 7．2
（100） （73。1） （46．9） （23．4） （20．7） （28．2） （36．6） （49．7）
・暫幽幽幽・暫幽・・…曹・・…9曹曹・・9 曹・一・曹・9曹曹曹曹．一 匿匿．曹曹一一．匿匿曹一曹 ．冒冒冒匿一曹曹曹．冒冒冒 ．一冒冒冒冒■．，，雫一 一一雫一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一幽一 一幽幽一虚・一・…曹曹 ・．…■■匿曹曹．．
農産物価格指数 100 84．5 58．6 44．8 48．3 60．3 74．1 77．6
一・幽一一一噂一一幽一幽一曹一一一一一一一一一一一 一一一一一一一冒冒一一一一 冒冒一噛幽幽幽暫曹曹… 曹9匿9．・．．一・9匿曹 ．匿9匿匿曹一．冒冒，雪 冒，，，一一．一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一幽一一一一幽幽・暫幽一 ・・…－9曹曹一・・
消費者物価指数 100 97．4 88．6 79．6 75．7 78．0 80．0 80．8
一一甲一｝一一一一一一幽一一一一一一一一一一一一一 一一一一■一一一一一一一一 冒■一一一一一曹・一・・幽 曹・・曹・9・9・9－一一 匿曹曹曹一一曹曹曹雪層， 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一幽一一幽幽幽曹・曽・・ ・・9・．曹曹・一・9一
株価（普通株平均） 100 80．8 52．5 26．6 34．4 37．8 40．759．5
幽幽幽・幽曽・…曹・…幽曹一曹9・・曹曹曹 噛曹曹曹曹冒冒噛冒一冒曹曹 ■・暫曹9曹曹・曹・曹曹曹 ．曹一．曹曹曹曹匿雪．冒冒 ，層冒層，，甲，一一一一 一一一一一冒一一一一一一■ 冒一■一一一冒冒曹曹・・幽 曹・・99曹・匿一．9曹匿 曹．．曹冒，冒冒冒冒，，
失業者（万人） 155 434 802 1，206 1，283 1，134 1，061903
・■・曹9囑一一匿曹曹匿匿．曹冒，，，層層冒曹，， ，雫，一，，，層，，一，一 ，一一一一雫一，，，雫，， 一一一一一騨一一■一・幽幽 一幽一一幽一一一幽幽・曹 曹・曹幽曹曹曹曹9曹曹曹層 曹曹．．曹，，一辱層，一， ，，甲”，“一甲，F一一一 一一一一幽幽幽一幽一曹幽
失業率（％） 3．2 8．7 15．9 23．6 24．9 21．7 20．1 16．9
資料：Historicai　Statistics　Of　the　United　States，　Colonial　Times　to　1970，　edited　by　U．S．Dept．　of　Commerce，
　　Bureau　of　the　Census，1975．
注：（1）の欄の単位は10億ドル。（2）の欄の単位はドル。（3）の欄の単位は100万ドル。
災いされて75．7しか下がらなかったから，この差は27．4となり，このような価格趨勢をたどっ
たために彼ら農民の生活は極端に苦しくなったのである。
　また欧米諸国では，1929－33年の間に貿易は60％，国民所得は50％と大きく減退し，失業者
は3，000万人をゆうに超えた。恐慌の震源地アメリカでは，1933年に失業者が1，283万人を数え，
4人に1人が職を求めて巷をさまよった。いたるところでストライキや暴動が頻発して社会・
経済的不安を募らせている。ただひとり，社会主義陣営のソ連は，この恐慌の被害を免れて計
　　　　　　　　（3）画経済を進行させた。
　ところで，楽観的な経済観測のお先棒を担いだのは，共和党政権のハーディング（W．G．
Harding　，大統領在任，1921－23）およびクーリッジ（J．C．Coolidge，大統領在任，1923－
29）の下で活躍した実業界の大立者メロン（Andrew　W．Mellon，1855－1937，財務長官在
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任，1921－32）であった。メロンは未だかつて実業家が占めたことのない国家における指導的
な地位にっき，独占資本の利益を代弁した諸政策を断行したことで知られる。彼の財政政策の
基調は企業経営に倣って予算の均衡と負債の早期返還を主張した。この限りでは非難のつけよ
うがない。ところが，彼の最大関心事はもっと他にあったのであり，それは所得税率の引き下
げに向けられていた。1918年の累進所得税制による税率の高さは，メロンを含む高額所得者か
ら強い不満がだされていた。例えば，15万ドルの所得がある人は，45％の所得税を払わなけれ
ばならない。メロンはこの減税を根気よく提案し，ついに1926年2月末に議会を通過させた。
さらに28年，29年と相次いで税制改正を断行し，高額所得者に対する所得税の軽減に彼は貢献
した。こうして29年には税率は15％に引き下げられた。この引き下げの口実は，景気浮揚をよ
び起こすために，減税分を新たな投資資金に振り向けるもの，というのであった。
　また，財務長官に就任してから8年間に，メロンは現金償還，融資，免税のかたちで35億ド
ルにおよぶ施しを行った。これは，’明らかに富裕者を一層富ます施策であった。「このうち数百
万ドルがメロン自身が関係する諸会社に渡っており，さらに数百万ドルが（彼の支持基盤であ
る）共和党に最も有利な見込みの確かな方面へ流れていた。1930年の選挙で共和党に各1万ド
（3）「大恐慌のなかで欠乏に最も苦しんだのは，いうまでもなく工業労働者と農民であったが，中
　産階級の窮乏も深刻であった。彼らは財産の相当部分を失ったもの，所得の大部分を失ったもの
　は多かった。労働者や農民には，株の下落や銀行の倒産で多くの損をするというものはほとんど
　なかった。投資や預金をするほどの金をもったものはわずかだったからである。株式市場の破
　壊，多くの銀行の倒産　　1930－32年の3年間に5，000以上の銀行が閉鎖された一によって最
　大の打撃をうけたのは，正確に定義されているとはいえないが，あのいわゆる中産階級であっ
　た。」
　　「大恐慌がアメリカでどっかりと腰をすえてしまうまでは，アメリカの救済制度は，工業化以
　前の時代の進展の域にとどまっていた。つまり，貧しい人たちはもっとしあわせな他人の慈善
　と，市や地方政府の扶助とに依存していたのである。・…・・救済というのは州・地方政府だけ
　がとりあつかう問題で，連邦政府の問題ではないというのが，ハーバート・フーヴァー（Her－
　bert　C．Hoover，1874－1964）大統領のつよい信念であった。かれがこの信念を変えて，連邦
　政府による救済にようやく同意を示すようになったのは，恐慌の開始以来，三度冬を経験したあ
　との1932年夏になってからである。1932年緊急救済法によって，復興金融公社（RFC）は，州
　に3億ドルの救済資金を貸し付ける権限をあたえられた。しかしこの年の終わりまでに，RFC
　は救済資金として3，000万ドルの貸付けをおこなったにすぎなかった。この年にRFCがシカゴ
　のCentral　Republic　Bank　and　Trust　Company－RFCの前会長で副大統領のチャール
　ズ・・ドーズ（Charles　G．Dawes）は役員の一人であった一に9，000万ドルも貸し付けていたこ
　とを考えれば，全国の飢えた人びとの怒りのほどを理解することができるだろう。」（A．Shan－
　non，　ed．，　The　Great　DOPression，1960．玉野井芳郎，清水知久訳　『大恐慌』　中央公論社，
　1963，80，134頁。）
　　なお，RFCによる融資総額（1932年2月一1940年12月）7，669．4百万ドルのうち，銀行に対
　して43．5％，輸出入銀行に1．3％，他の金融機関に10．4％，農業金融機関に18．8％，合わせて74．0
　％であった。これに対して救済その他に向けられたのは，わずか11．9％にすぎなかった。Sta－
　tiStical　A　bstract　Of　the　United　States，　1941，　p．317．
（7）　　　　　　　　　　　世界恐慌期におけるアメリカの自動車産業　　　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ルの個人献金を行った17人はすべて，メロン君の公的な寛大な恩恵に与かっていた」という。
　この過程で，二つの大きな結果が生じた。そのひとつは，独占資本がますます集中化の速度
を速めた。全国産業協議会（National　Industrial　Conference　Board）の算定によれば，1922
年から28年の間に国富は12．5％伸びたのに対して，上位200社の資産は45．6％（前者の3．6倍）
も急増した。1930年には，モルガン，ロックフェラー，メロン，デュポンといった8大財閥を
含む上位200社だけで，国内の会社総資産の半数（49．2％）を占めるようになった。上記の期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）で上位200社の資産は3倍に膨れあがっ’た。
　もう一つは，メロンによる放漫な財政政策の結果，溢れた資金は企業の投資に向けられるよ
りは，むしろ景気浮揚を期待して投機に回ったために，経済の実態からかけ離れた株価騰貴を
招いてしまった。正統派の経済学理論の原理にしたがえば，生産過程での高度な機械・設備の
導入と自動化を伴う大量生産を通じて生産コストの低下が実現されれば，製品価格は当然下が
るはずであった。ところが，現実はそうならなかった。各産業で独占が進行するにつれてます
ます価格の非弾力性がはたらき，得られた超過利潤は資本家側にまわったために比例的に大衆
の購買力の上昇につながらなかった。前者の得た利潤総額は，ここ10年間で80％以上も増大
（生産性上昇率の2倍に当たる）し，さらに金融機関のあげた利潤は150％に達した。
　当然のことながら，利潤の増加部分は株価の上昇にはねかえり，各社は競って株式の新規発
行に走った。借入金に利子を払うより，株式発行のほうが費用は軽減されたからである。資金
調達に成功した大企業は，楽観的な見込み生産に走るか，いやもっと利益の増大を狙って不生
産的投機にこれらの資金を投じたため，経済の空回りを一層増幅させた。
　メロンの減税政策が超過利潤の悪分配と連動したため，所得格差はますます広がりをみせる
とともに，この超過取り分がそのまま消費に連鎖しなかった。1929年当時，1万ドル以上の所
得者がアメリカの全人口のうち2．3％を占めていたが，彼らが貯蓄総額150億ドルのうち3分の
2を握っていた。また国民中，最高位を占める所得層600家族が，最低所得層2，500万家族とほ
　　　　　　　　　　　　　　（6）ぼ同額の貯蓄をもっようになった。
（4）　For　John　N　．　Garner’s　speeches，　with　tables　and　statistics，　see　Congressional　Record，
　71，Cong．，2Sess．（March　14，1930），5329，　and　71　Cong．，3Sess（Dec．16，1930），
　873－76．，in　A．M．Schlesinger，　Jr．，　The　Age　of　Roosevelt，1957，　VoL　1，　p．63．（救仁郷
　繁訳　『ローズヴェルトの時代』論争社，第1巻，1962，49頁）
（5）Adolf　A．　Berle，Jr．，and　Gardiner　C．　Means，　The　Modern　Coη）oration　aηd　Private
　Proρθ勿，1932，　pp．32　and　39－40．　（北島忠男訳　『近代株式会社と私有財産』文雅堂書店，
　1958，40，49頁。）
　　バーリーおよびミーンズの研究によれば，企業が株式会社制度を利用する過程で，一方では資
　本がますます集中し，他方では企業財産についての所有権と支配（経営）が分離されてしまった
　と指摘した。この研究に触発されて，後にバーナムなどが資本の集中とこの過程を探究すること
　になった。（J．Burnham，　The　Managen’al　Revolution，1941．）
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　また当時の資本家たちは，アメリカ人が高賃金を得ていると盛んに吹聴していたが，事実は
これとは裏腹であった。1923年から29年までの間に，製造業における一人当たりの生産高は約
32％上昇したのに，片や1時間当たりの賃金は8％をやや上回ったにすぎなかった。これを見
ただけでも大衆の購買力の相対的低下は明らかである。
3　アメリカの高率関税
　経済危機を一層速めたもうひとつの政策は，関税の引き上げであった。先に挙げたメロンと
並んで経済閣僚のもう一方の雄であり，やがて大統領となったハーバート・フーヴァー（商務
長官在任，1921－28）は，絶大な実権を発揮して輸出の振興を推進したが，もう一方では政策
の同時矛盾をもたらす高率関税を断行してしまった。もともと共和党は高率関税を支持してい
たが，さらにこれを強化することによって第1次大戦後の反動不況を脱出するために，関税の
引き上げを利用した。まさに税制の逆行であった。1922年9月に制定されたフォードニー・マ
ッカンバー関税法（Fordney－McCumber　Tariff　Act）がそれである。
　この法は従価平均33．22％と極めて高い税率を設定して関税障壁を築き，国内の農産物を保
護したほか，これによって外国の化学・染色製品は阻まれて，ほとんど輸入禁止に近かった。結
果的にアメリカの農民は，この法から恩恵を得ることはなかった。いなむしろ，関税の引き上
げは，アメリカー国に限らず，他国もその対抗策として報復関税でもって対峙したのである。
　関税障壁の増大は，すでに大恐慌以前から各国に浸透していた。生産力の急速な発展と世界
的な交通・通信網の拡大に伴って，もはや一国の経済は世界経済に密接にリンケージせざるを
得ない社会・経済的環境におかれていた。特に20世紀に入って，アメリカなどの先進諸国では，
自動車に代表される新興産業は部品の標準化や互換性と移動式組立作業とを結合した大量生産
によって生産コストを著しく低減させる方策を進めてきたから，いかに経済大国といえども自
国内の販路だけに依存したのでは産業の発展は期待できなくなっていた。
　これまでのように関税政策をいたずらにふりかざしていたのでは，一見して他国の競合商品
の侵入を阻止できそうであるが，しかし他国もこれに対抗した報復関税を設けるから，必然的
に輸出は相互に萎縮せざるをえない。第1次世界大戦の終結前に成立した社会主義国ソ連の存
在は，もう一つの巨大市場を資本主義国は失ったことになり，ここからも打撃を蒙るようにな
った。
　近代資本主義が確立して以来，関税と輸入制限を旗印にする産業保護主義は，G．　F．リス
ト（Georg　Friedrich　List，1789－1846）が1841年に著した　『政治経済学の国民的体系』
（1）ie　nationale　System　der　Politischen　Okonomie）において唱えられたように，それは先進
（6｝M．Leven，　H．G．Moulton　and　C．Warburton，／1〃zθγ’σ的Capacity　to　Consume，1934，
　P．94．
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資本主義国（当時のイギリス）から輸入される安価な商品に対抗するため，これらと競合する
自国産業を保護育成する後発国（当時のドイツ）が採用すべきもの，と理解されていた。その
ような理由から，後発の資本主義国が一時的にやむをえない保護政策の一環として関税を賦課
することを許容する共鳴者が現れた。
　ところが20世紀を分岐点に，アメリカは独占資本主義に突入する。1873年の大不況を契機に，
アメリカの主要工業資本は相次いで独占（主にトラスト）の地固めに入り，80年代には鉄鋼，
石油産業を中心に独占形成は定着した。この段階において，これまで継続された関税は産業育
成という政治的・経済的性格の枠を越えて，独占資本によって生産された産品の高価格維持と
有利な輸出奨励策とが連動した，いわゆる独占関税に質的に転化したのである。
　一方，農業に関するこの関税は，依然他国からの競合農産物に対する保護的役割を果たして
おり，それらの高価格維持が働いていたために小経営的農業が温存されることになった。こう
した高価格の維持は，商工業労働者の生活費にはねかえってくる。その反面，独占資本は質的
に転化した独占関税の恩恵から超過利潤を高めることになる。したがって，たとえ農業保護を
ねらった関税政策をとったとしても，現実は農民が購入する機械，肥料などの高価格が上回る
ことによって彼らの生活を低める結果となる。事実，このような仕組みが進行していたのであ
る。
　ところで，アメリカにおける関税の誕生は，合衆国の成立とともに歩調を合わせている。こ
の推進役は，初代大統領ワシントン（George　Washington，1732－99，大統領在任，1789－
97）のもとで財務長官を務めたハミルトン（A．Hamilton，1757－1804，財務長官在任，
1789－95）である。具体的には，この政権が成立した初年度の1789年8月に施行された保護関
税法がその発端である。たしかに，植民地時代に一部の州（ヴァージニア，マサチューセッツ
など）で関税を設けていたが，今回のそれは全国的に統一されたのである。この狙いは，独立
後のアメリカが経済的植民地支配から脱するための手段に関税が利用されたところにある。
　物心両面にわたって高価な代償を払って独立を達成したアメリカは，その後も経済的危機に
依然直面した。この難局を打開するべく財務長官に着任したハミルトンは，まず積極的な財政
政策を講じた。そのひとつは戦時に発行した約7，500万ドルにのぼる公債の処理であり，この償
還に対する国民の不安を取り除くことであった。各州が発行した州債を中央政府が肩代わりす
ることによって政府の威信を高めようとするフェデラリスト（Federalist）の措置は，地方自
治権を奪う暴挙と理解した反対者から抵抗をうけたが，ともかくこの措置を強行した。しかし
一方では，悪徳商人によって農民たちが所有する公債を格安で手放すはめに陥って，彼らから
格好な反撃材料を提供することになった。もうひとつは，政府の財源確保策である。輸出税は
憲法によって禁ぜられていたから，政府は財源を輸入税に求めた（憲法第1条，第8項）。この
賦課は併せてイギリスと競合する産品の保護をねらう一挙両得との判断であった。加えて，自
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　　　　　　図　アメリカの関税負担率と関税収入の推移（1824－63年）
平均関税負担率（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関税収入（百万ドル）
60
50
40
30
一平均関税負担率（税収／総輸入額），”
一… ﾖ税収入
20
1。　　葦難　熱
　　　　　　　　掛　　疑
O
　　　　　　l830　　　　　　　　　1840　　　　　　　　　1850　　　　　　　　1860年
資料：Historicat　Staistics　of　United　States，　edited　by　U．　S．　Dept．　of　Commerce，
　　　Bureau　of　the　Census，1975．　pp．885－86．1106より作成。
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国船による輸入品には関税10％の割り引きを，また12カ月以内に再輸出される貨物には輸入戻
し税が適用された。
　まもなく改正された「1790年関税法」は，明らかに政府の歳入不足を補填するためのもので，
それ以降も数次にわたって増税（92年，94年）された。こうして歳入総額中に占める関税収入
の比率は1791年には99．5％という驚異的な比率を示している。連邦政府の財政における関税収
入中心主義は，その後も19世紀を通じて基本的に堅持されていたのである。関税収入が国税収
入を下回ったのは，この間に数回記録されているが，しかし国税収入が本格的に逆転するのは
　　　　　　　⑦1918年以降である。
　この間に，1816年，1818年と相次いで関税法が通過した。ひとたび関税が財政収入に寄与さ
れるや，産業保護の性格が重なって対外的には政治的威圧に利用されるようになった。こうし
て先進国，後発国を問わず，輸入上の自国防衛を口実にした悲劇的な関税合戦が展開された。
南北戦争後も，この関税賦課は衰えるどころか，むしろ高率化に向けてひた走ってしまってい
る。
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　高率保護関税の復活は，1861年のモーリル関税法（Morrill　Tariff　Act）で実現する。これ
こそアメリカの関税史上，事実上の産業保護関税と理解されている。表面的には関税の引き上
げは財政の増収にあったが，ねらいの主軸は明確に北部工業の重要品目（砂糖，鉄鋼，銅，繊
維製品）の保護にあった。大勢は北部の工業資本家の自立体制を確立するのに高率関税は貢献
したが，しかし他国もこれに対処する関税でもってツバ競り合いとなった。
　アメリカの関税で恐れられたのは，1890年10月に公布された「マッキンレー関税法」
（McKinley　Tariff　Act）であり，関税率は著しく高められて平均税率は49．5％に達した。こ
の関税法によって際立って他国との競合商品（毛・綿織物，鉄鋼，ブリキ，ガラスなど）に対
して高率関税を適用するほか，砂糖，農産物などさまざまな産業分野に関税を張りめぐらせて
いる。特記すべきことは，ここで初めて相互主義貿易条項（Reciprocal　Trade　Provisions）
が導入されて，大統領権限でこれを発動できる仕組みを盛り込んだのである。この制度は，戦
後になって対抗商品の輸入阻止を図る有力な武器として乱用されることになる。
　その後，1897年には悪名高き「ディングレー関税」（Dingley　Tariff・・関税率57％）を経
て20世紀に突入する。この二つの関税は，産業育成・保護の性格を脱して，もはや国内自給優
先論に支えられた新たな保護主義，つまり独占資本に奉仕する関税に衣替えしたのである。
　さらに恐慌で打撃を受けた産業を保護するねらいから，1930年6月に「ホーレー；スムート
関税法」（Hawley－Smoot　Tariff　Act）が成立した。これによって平均関税率は実に53．2％と
高くなり，国際的に関税引き下げの気運が高まっているなか，これに逆行する措置であった。
当然，他の諸国もこれに対抗する報復関税を取り下げず，結果的に貿易はますます収縮せざる
をえなかった。また揺藍期の自動車産業にとってもまた，これらの関税の恩恵を浴して成長し，
1930－40年代に至っても関税に護られてすくすくと大量生産方式をテコに世界制覇への道が開
けることができたことを指摘しておこう。
　共和党の内部分裂に乗じて民主党から出馬して大統領に当選したウィルソン（W．Wilson，
（7）P．Ashley，　Modern　Tanff　His　to　ry，1920，　p．145．，　F．W．Taussig，　The　Tarzff　His－
　’oηof　the　United　States，1931（Eighth　ed．），especially　Chapt．1．（長谷田泰三，安芸昇
　一訳『米国関税史」弘文堂書房，1938）。本訳書は原著の1923年版による。原著は第8版にお
　いて補筆・加筆が加えられて，第2部に「第11章1930年の関税法　The　Tariff　Act　of　1930」
　が加えられた。
　　以下も参照。H．U．Faulkner，　American　Economic　His　to　ry，1959（Eighth　ed．），
　Chapt．9．　Finance　and　Tariff，　pp．152－168．（小原敬士訳『アメリカ経済史』至誠堂，1968，
　204－225頁）。清水　博編　『アメリカ史』　山川出版社，1976，93－101頁。
　　ハミルトンをめぐる工業政策と保護主義に関する研究は，アメリカの産業革命との関連で多数
　の研究論文が見られる。ここでは主要テーマではないので，差し当たって以下を参照。Harold
　C．Syrett　ed．，　The　Papers　of　Alevander　Hamilton（Columbia　Univ．　Press），1961．中村
　勝巳　『アメリカ資本主義論』未来社，1971，第5，6章。
　　また，ヨーvッパ諸国の18世紀末から19世紀に至る関税については，以下が参考になる。朝倉
　弘教　『世界関税史』　日本関税協会，1983，第4章。
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1856－1924，大統領在任，1913－21）は，盛り上がった革新主義と反独占運動を背景に，「ニ
ュー・フリーダム」（New　Freedom）を旗印に経済改革を呼びかけた。1914年の「クレイトン
反トラスト法」（Clayton　Anti－Trust　Act）はこの結実のひとつであり，これと並行して不公
正取引を防止する機関を設置するべく，同年9月，「連邦取引委員会法」（Federal　Trade
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）Commission　Act）を成立させている。
　ウィルソンの反独占の施策は功を奏したかにみえた。しかし，それもつかの間にすぎなかっ
た。巨大資本は分社化されても経営の中枢を本部が掌握し，また法網をくぐって持株支配に転
じたからである。そればかりか，ウィルソン政権は一連の例外規定を盛り込んだ独占資本規制
緩和の法律を通過させたのである。具体的には，1918年4月の「ウェッブーポマリーン法」
（Webb－Pomerene　Act），1920年の「エッシューカミンズ輸送法」（Esch－Cummins
Tranportation　Act）がそれである。前者は主に輸出業者には反トラストの適用除外を，後者
では州際通商委員会の承認があれば鉄道，通信のトラスト化は可能であった。また，この規制
緩和はつぎの政権にも引き継がれ，1928年には1914年の反トラスト法の骨抜きを行っている。
こうしてアメリカの独占資本は世界恐慌の最中に多角的な産業併呑を強行して巨大化した。ま
さに深刻な恐慌をテコに，ほとんどの産業分野において世界のトップを走る大企業の地位を定
　　　　　　　　　（9）着させるのに成功した。
（8）Makoto　Yazawa，　ed．，、4〃z爾6αηAntitnest　Laws，　Yushindo（Tokyo），1958．　pp．199－
　210．芦野　弘　『米国の反トラスト法』日本経済新聞社，1947，74－91頁。磯部喜一『アメリ
　カ独占禁止法』同文舘，1948，69－132頁。松下満雄『アメリカ独占禁止法』東京大学出版会，
　1982，第1－2章。
（9）不断の関税合戦を沈静させ，貿易の世界的拡張を図る努力がなされるようになった。1920年の
　ブリュッセル国際会議，21年のボルトローゼ（Portorose）国際会議，さらにジェノア国際会議
　と相次いで関税問題を討議したが，各国の思惑が乱れて効果は上がらなかった。アメリカの高率
　関税，またイギリスも1921年の産業保護法で正当化された1916年の　「マッケナ関税」（McKen－
　na　Duties）など，いずれもこの貿易障壁を取り除くことはできなかった。いなむしろ却って経
　済のブロック化を強める方向に進んだ。世界恐慌を脱出する誤った方策を選択したのである。イ
　ギリスの主導のもと，1932年に，ついにオタワでのイギリス連邦会議において帝国保護関税が実
　現したのもこの典型的な事例である。
　　R．S．Russel，　Imperial　Preference：Its　l）evelopment　and　Effect，1949，　pp．37　f．，Mi－
　chael　Beaud，　Histoire　du　capitalisme，　de　1500δnos　fours　（Paris），1981，　pp．246－49，，
　F．C．Benham，　Great　B吻勿under　Protection，1941，　pp．25－45，90－109，128－48．，W．
　Ashworth，　An　Economic　His　to　ry　of　England，1870－1939，1960，　pp．402－404．外務
　省調査部編　『オタワ英帝国経済会議の考察』　日本国際協会，1936。拙著　『戦前の日米自動車摩
　擦』　白桃書房，1987，118－45頁。
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4　大恐慌時の自動車産業
　大恐慌が与えたショックから脱出する方策を待ち望んでいるなか，期待されて大統領になっ
たのがほかならぬフランクリン・ローズヴェルト（Franklin　D．Roosevelt，1882－1945，大統
領在任，1933－45年4月）である。彼は，就任演説においてまず，失業者の職場復帰が最大課
題であると述べたほか，恐慌が戦時の非常事態に匹敵するからこそ，諸政策を含め，大統領に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩強大な権限を付与されるよう，国民に訴えている。
　こうして，アメリカ経済が大ピンチのなか，ニューディール（New　Deal）と呼ばれる一連
の恐慌対策に着手する。それには銀行救済，農民補助，失業救済事業（特にTVAの設立）な
ど，総合的な経済政策を推進したほか，労働組合の承認，社会保障制度の導入を含む社会改革
を進めたが，それでもなお深刻な恐慌から脱出するためには，いまだ途遠しであった。
　論者によっては，この政権は初めからニューディールの青写真を手にしてはいなかったと主
張するものもある。この政策は大恐慌の最中で，激しく競合する国内諸勢力の要求に対する妥
協の産物であったのであり，つまり「ローズヴェルト連合」の維持の結晶なのであったという。
したがって，外見上は社会主義的政策が一部に採用されていても構わない。ある時には独占資
本を，またある場合にはストライキの沈静をねらって労働組合を承認するなど，変転極まりな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aDい施策が混交されることこそ，ローズヴェルト政権の真髄なのであった。
　アメリカの自動車産業もこの世界恐慌の荒波に大きく飲み込まれた。すでにアメリカでは，
大きな第2次の企業合同が進み，1921年から28年の間に製造業と鉱業だけで約4，800におよぶ
会社が合同あるいは吸収によって消滅してしまっていた。自動車産業は「ビッグ・スリー」の
独壇場であり，恐慌をもろに受けるということは，即「ビッグ・スリー」のことを指している
に等しい。ここでも資本主義の不断の発展を期待する楽観的観測が働いて，「ビッグ・スリー」
はいずれも強気の姿勢を崩さず，互いに量産を重ねていたから，今回の大恐慌で打撃をうけ急
速に生産は収縮した。
　アメリカにおける乗用車の生産台数は，1929年に史上最高の記録を残した458．7万台をピー
クに，その後は急速に減産され，32年には113．5万台と4分の1に急落した。生産設備の操業度
は依然低く，1932年には1929年のピーク時に比べて5分の1になった。この低落は1935年まで
続き，操業度は40％程度であったから，産業界全体に多大な影響を与えた。すでに自動車産業
は新興産業の域を脱して一国を左右する巨大産業にのし上がっていたからである。恐慌直前に
おける自動車産業は，生産高で全製造工業の12．7％，雇用者数で7．1％を占める一大生産部門
aO）「F．D．ローズヴェルトの第1回就任演説」（The　First　Inaugural　Adress　of　F．D．Roose－
　velt，4March，1933．）大下尚一他編　『史料が語るアメリカ，1584－1988』有斐閣，1989，
　所収，182－83頁。
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であった。この産業は総合技術を結集しているだけに，この経営浮沈はそのまま他の広範な産
業分野に影響を与えたことになる。
　再編成をとげたアメリカの自動車産業は，ニューディール政策を推進するローズヴェルト政
権にとって，その成功を支える産業に定着した。恐慌によって確かに乗用車生産は落ち込み，
1930年代にはせいぜいのところ年産約350万台であり，29年のピーク時には到底回復されなか
った。ところが，不況の中でも国民は意外に車を見放さず，大衆車（フォード「A型」，「V－
8」，GM「シボレー」，クライスラー「プリムス」）の新機軸を織り込んだ不況対策用の車種が
根強い需要をつかんで，辛うじて窮地を脱している。販売台数は低落したが，利益が確保でき
た秘密は下方硬直性の独占価格を享受できたからである。恐慌時に価格の引き下げを行っては
いるが，しかし「ビッグ・スリー」が自動車業界を牛耳っていたのであるから，暗黙の，ある
いは内部的な協定価格を設定することも可能であった。この点では，他の産業との差がみられ
る。
　不況でも，当時のアメリカでは，外国メーカーの食い込む余地はなく，これを有利なテコと
して，やがて政府の政策当局に接近しつつ，公共投資の一翼を担うのである。自動車の普及は，
無論，ユーザーのふところ具合によって決定的に左右される。加えて，道路の整備と拡張の実
現が自動車普及の有力な手段である。公共投資を通じて経済復興を目指すU一ズヴェルト政権
の施策を巧みにとらえた自動車首脳陣は，道路整備を積極的に進言する。全国の道路舗装延長
は1911年の約39万マイルであったのが，41年には141万マイルとなり，また幹線道路（ハイウ
ェー）は1921年の約20万マイルから39年には50万マイルに延長されたのも，自動車メーカーの
aD清水知久「ローズヴェルトの時代」，清水　博編　『アメリカ史』山川出版社，1976，所収，
　293－94頁。以下も参照。F，Burns＆EM．Roy，　The　Roosevelt　lllusion，1934．，L．M．
　Hacker，　Short　Histoりy　of　the　IVew　Deal，1934．，do：American　Problems　of　Today，
　1939．，B．Stolberg＆WJ．Vinton，　The　Economic　Consequences　of　the　IVew・Deal，
　1935．，J．K．Galbraith，　The　Great　Crash　1929，1954．（小原敬士訳　『大恐慌』徳間書店，
　1971。）C．P．Kindleberger，　The　VVorld　in　I）Opression　1929－39，1973．（石崎昭彦，木村一
　朗訳『大不況下の世界　1929－1939』東京大学出版会，1982。）Arthur　M．Schleginger　Jr．，
　The　Age　of　Roosevelt，3vols．1957－60．（中屋健一監修『ローズヴェルトの時代』論争社〈第
　3巻は，ぺりかん社〉，1962－63，1966。）G．Rees，　The　Great　Slump，　CapitaliSm　in　Cπ廊
　1929－33，1970．玉野井芳郎編著　『大恐慌の研究』　東京大学出版会，1964。
　　1933年春，18の新たな立法を特別議会で通過させている。主なものは，失業救済法，農業調整
　法（AAA），テネシー峡谷開発法（TVA），1933年銀行法，全国産業復興法（NIRA），次
　いで全国労働関係法（通称，ワグナー法，1935）も付け加えられる。NIRAは，賃金引き上
　げと労働時間短縮を通じて労働者の地位向上を図るとともに，一方では不公正競争の排除，独占
　企業の擁護を盛り込んだものである。それによって恐慌を克服することをねらったもので，その
　ため，各業種ごとに賃金や労働条件を協定した産業コード（規制）を作成させ，企業認可制を採
　用してこの協定を順守するよう指示されている。このNIRAはニューディールの二面的性格を
　典型的に体現させたものといえよう。
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表3　1930年代，ビッグスリーの乗用車登録
　　台数とシェアの推移（1931－41年）
（単位：台，％）
G　M Ford Chrysler 総　計
1931 818，512　（100．0） 532，004　（100．0）228，435　（100．0）1，908，016　（100．0）
（42．9） （27．9） （12．0） （100．0）
一一，，，冒層，層，，，，，一，冒 冒，，冒．冒冒．雪曹囑9999曹・・一一曹冒・曹曹曹99曹 ，曹一・．匿曹曽曽一・曹一曹畠一一・一…曹曹9曹曹曹 曹一9曹曹曹曹曹．99，，，，曹，曹曹曹・曽曹一曹一醒一一 一一｝，，冒r層，，，，“，，一雫虚暫一幽幽・99一曹曹
1932 450，899 262，106 191，364 1，096，399
（41．1） （23．9） （17．5） （100．0）
曹曹…一曹一曹曹一．・・曹9・ 噛曹・幽一〇一一一一一一■一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一虚一一一一，一冒層，雪■冒冒冒冒，騨，，一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一，，冒 雪曹．．9曹曹曹曹一99曹曹・一匿・囑匿一．．9一冒，，
1933 643，348　（78．6） 317，035　（59．6）38 ，6 6　（168．8） 1，493，794　（78．3）
（43．1） （21．2） （25．8） （100．0）
一幽一幽一一一一一一一一一幽・幽一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一，，，冒冒．一．冒匿匿曹曹．．．冒冒冒 層，，甲一甲雫一，，，一一一一騨一一一一一，一曹．冒曹曹曹 一・9曹曹曹・一．9曹曹．・・．曹…99曹曹曹曹・・
1934 747，193 533，542 432，195 1，888，557
（39．6） （28．3） （22．9） （100．0）
冒冒冒9匿匿曹曹曹曹一．冒冒，層曹 曹．曹曹匿曹曹曹曹曹曹曹曹，曹9曹曹曹■曹虚9曹，雪曹．． ，曹，曹一曹匿曹曹9曹・・幽・・o曽一曽曹暫…9曹9 一・9曹曹曹曹曹・9曹曹曹曽・一曹曹・・一幽噛一噛一一一一 一一一一一一一一一一幽一畠幽幽｝一幽幽幽幽幽一一幽一幽9
1935 1，040，522　（127．1）828，880　（155．8） 629，243　（275．5）2，743，908　（143．8）
（37．9） （30．2） （22．9） （100．0）
・・…曹暫一・幽・…曹曹匿 曹…9曹一暫一一一冒一曹一一冒一一一一一一■一冒冒幽幽 ・・曹暫一・幽幽一幽一圏一一一一一｝一一一一一一一・幽幽 暫圏・一噛曹暫一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一甲一一一一一一雫一7願甲雫一一，｝甲，，一一一一1936 1，452，860 764，121 851，881 3，404，497
（42．7） （22．4） （25．0） （100．0）
一一一雫甲，，，冒，，一願一一｝， 一一一｝一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一，，冒■，■冒，，，｝醒，甲一一一一 暫一一■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一甲甲｝“¶一冒，｝｝，甲，，，冒，，一一一一一一
1937 1，385，280　（169．2）791，175　（148．7）883，577　（386．8） 3，483，752　（182．6）
（39．8） （22．7） （25．4） （100．0）
999曹・…■・・曹曹曹・一一 一9曹曹一曹一●●曹9●幽曹●曹曹●■9一曹曹曹曹●●暫O ・曹…－9・・曽・・－9曹・囑．・一冒曹匿曹曹曹，． 冒冒，，層，，，一一，一一一雫一一一一一一辱一騨雫7．，雪 曹一曹匿曹曹一一曹冒匿曹一一■■曹．．曹冒曹曹，，，，，
1938 832，153 387，514 472，565 1，891，021
（44．0） （20．5） （25．0） （100．0）
曹曹曹一一曹曹・匿匿9曹曹曹．．． 冒曹．一冒曹冒曹曹曹．曹，，，層，曹，雪層層，層曹曹曹曹・ 曹囑9曹曹曹一…曹一一一曹曹一冒冒冒，，層，一甲一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一幽幽■
1939 1，137，167　（138．9）567，320　（106．6） 641，299　（280．7）2，653，377　（139．1）
（42．9） （21．4） （24．2） （100．0）
雪，，層．冒冒，冒冒，，，冒冒冒， ，甲甲一一，一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一， ，冒曹，■■冒冒曹冒，，冒，冒，，，一，一一一一一・幽幽 曽暫・99■9曹曹曹曹暫冒曹曹幽幽冒冒■一幽幽幽一曹一幽幽 ・幽曹幽幽・・・・…曹曹曹曹匿匿匿曹曹一■．冒冒冒，
1940 1，608，078 644，177 809，405 3，415，905
（47．1） （18．9） （23．7） （100．0）
匿曹曹曹．．冒冒冒冒冒，，，冒冒． 冒曹層，，，，，，一一一一一一一一一一一一一一甲一曹雪，． 9曹匿曹曹一一■匿一冒冒，冒冒冒冒，，，一一一一・一一一 9冒幽幽・幽圏噛冒幽一一冒曹冒幽一幽一幽曹幽幽一一■幽■暫 ・・曹曹…99曹一・匿曹曹曹一匿匿冒冒，曹冒，，甲一
1941 1，765，695　（215．7）702，656　（132．1） 901，779　（394．8）3，7 1，166　（195．6）
（47．3） （18．8） （24．2） （100．0）
資料：“Automotive　News　1968　Almanac．「t下川浩一　『世界自動車産業の興亡』　講談社，1992，129頁。
果たした成果のひとつである。
　1930年代における自動車業界のもうひとっの特色は，恐慌時の打撃を巧みに利用しながら，
急速に市場の独占体制が不動のものになったことである。
　かつて1870－90年代の自動車の草創期に自転車メーカー，馬車メーカーなどから自動車メー
カーに転身したもの，あるいは場末にあって興味津々で自動車の試作に励んでこれを企業化し
たものが乱れて群生した。この時期のアルバート・A・ポープ（Pope），アレキサンダー・ウィ
ントン（Winton），ステユードベーカー兄弟（Studebaker　brothers），W・C・デュラント
（William　C．　Durant，1861－1947），ヘンリー・M・リーランド（Leland），ヘンリー・フォー
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ド（Henry　Ford，1863－1947），ランサム・E・オールズ（Olds），ダッジ兄弟（Dodge
brothers）などがその代表的人物であった。
　そして，自動車業界の群雄割拠時代は20世紀に入っても依然続き，1904年に35社のメーカー
であったのが，その後も群生あるいは消滅を重ね，1921年にはかえってその数は増して88社と
なった。こうして1927年までに設立された自動車メーカーは通算約1，000社にのぼったといわれ
る。しかも1903年から29年の問に実際に自動車を生産し，販売した会社は181社であり，そのう
ち1927年までに137社が自動車業界から姿を消したという目まぐるしい浮沈を経験した。
　この間に，徹底的に実用化と安価をねらって製作されたフォード社のモデル「T型」が爆発
的にヒットした。これに対応するべく部品・工具の標準化を通じた互換性と移動式組立作業の
導入（やがてベルト・コンベヤーを採用），徹底した工程別分業，各部品の同時的仕上げによる
連続的作業の完成など，のちに「フォーディズム」といわれるようになった独自の量産体制を
確立するのに成功した。廉価と簡単な操作，それに悪路でも耐えられる堅牢性，修理の容易性
などが重なって，フォード社は業界のトップをしばらく走ることになる。これに対抗する有力
メーカーGMは斬新な事業部制を含む近代的な経営管理と市場調査に裏付けられて所得層に応
じた車種を売り出して人気を博し，やかてフォード社を追い抜いた。しかし，フォード社の自
動車業界における先駆的業績は，その大半のノウハウが内外の他社に存分に引き継がれたので
　　　　　　　　　　　　　ωあり，その功績は絶大であった。
　恐慌期には自動車業界の生産沈滞が続くなか，企業格差がはっきりし，GM，フォード，ク
ライスラーのいわゆる「ビッグ・スリー」の市場シェアは80－90％に達した。これに対して，ハ
ドソン（Hudson　Motor　Car　Co．），ナッシュ（Nash　Motor　Car　Co．），パッカード
（Packard　Motor　Car　Co．），ステユードベーカー（Studebaker　Brothers　Manufacturing
Co．）などのメーカーは，ますます苦境に追いやられた。また，「ビッグ・スリー」の3社間の
熾烈な競争は，不況脱出をめぐって続き，GMの首位の座は1931年から揺るがず，1936年には
a2）1910年代後半から1920年代にかけて，アメリカの自動車メーカーの，とりわけ「ビッグ・スリ
　ー」の市場獲得をめぐる経過と，経営管理の推移，海外戦略などについては，以下を参照。A．
　Nevins，　Ford：the　Times，　the　Man，　the　Company，1954．，　do．，Ford：」ExPansion　and
　Challenge　1915－1933，1957．，do．，　Fo　rd：1）ecline　and　Rebirth　1933－1962，1963．
　Charles　E．　Sorensen，　My　Fo勿｝’ears　with　Ford，1956（高橋達男訳『フォード　その栄光
　と悲劇』ダイヤモンド社，1968）．Alfred　P．　Sloan　Jr．，My　Years　with　General　Motors，
　1963．（田中融二，狩野貞子，石川博友訳　『GMとともに』ダイヤモンド社，1967）．J．B．Rae，
　The　Amen’can　Automobile，1965．（岩崎　玄，奥村雄二郎訳『アメリカの自動車』小川出版，
　1969）．，J－P．　Bardou，　J－J．Chanaron，　P．Fridenson，　J．M．Laux，The　Automobile　Revolu－
　tion，1982，　Chapt．7．　N．Lichtenstein，　S．Meyer，　ed．，　On　the　Line，　Essays　in　the　His一
　ホo矧of　Auto　Work，1989．下川浩一『世界自動車産業の興亡』講談社，1992。同『フォード』
　東洋経済新報社，1972。　同　『クライスラー』　東洋経済新報社，1974。　山崎　清　『GM』　中
　央公論社，1969。
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乗用車市場の約43％を占めるにいたった。これに対して，フォードの地位は下がり（市場シェ
ア22．4％），この年にはクライスラーの市場シェアが25％となって第2位に浮上した。
5　むすび
　アメリカの経済は，ニューディール政策を旗印に景気回復策を推進したが，回復は遅く，
1938年までの期間は恐慌前のピークに届かなかった。この点，第1次世界大戦の敗戦国ドイツ
はナチス政権の熱狂的な排外政策に酔いしれて軍事力の充実を中心に経済指標はいずれも底上
げしてきたのと対照的である。
　外部環境はがらりと変わろうとしていた。経済ブロックの障壁は輸出の沈滞を増幅させたし，
もっと手ごわいのはファシズムの急速な台頭であった。30年代後半は，国際的緊張を口実に，ア
メリカにおいても積極的に経済の軍事化を進めるなかで，経済危機を脱しようとしたのである。
この時期，自動車業界が経営多角化への転換を推進したのは，この軍需受注に深く絡んでいた
からである。経営首脳陣と政府との接近は，まさにその線に沿った経営政策の一線上に敷かれ
た打開策であった。
　確かに，世界経済の回復を議題にすでに1933年6月，66力国が参加してロンドンで国際会議
が催されている。この会議ではアメリカのドルの安定策を迫ったが，しかしアメリカは平価の
切り下げを密かに決意していたためにこれを拒否した結果，議場は大混乱となった。また関税
の引き下げの折衝も不発に終わった。各国がブロック化を深めるなかで，経済協力を結ぶ糸は
切り離され，これ以降は，資本主義諸国は独善的に他のブロック圏に対する排外政策が優先さ
れた。これらの隙路を取り去ることなく，ついに第2次世界大戦を誘発することになる。また
も物心両面にわたる多大な犠牲を支払わなければならなかった。
　ここで挙げたアメリカの自動車産業も，経済の軍事化に一役買ったことはいうまでもない。
とりわけGM社が軍需受注に積極的であったのが目立つ。ジョン・レイの指摘によれば，第2
次世界大戦が終結するまで，自動車産業では総額290億ドルの軍需品を生産し，これは軍需品
のアメリカにおける総生産額の実に5分の1を占めたという。そのうち，「ビッグ・スリー」が
全体の20％中13％を占めていた。内訳は，GM社が138億ドルで8％，フォード社が52．6億ドル
で3％，クライスラー社が33．9億ドルで2％を占めた。まさに軍需生産の継続によって，恐慌
時の不振を取り返したのである。
　自動車の誕生は，本質的に人々の交通手段の一翼を担って，陸路を広げ，広範囲にわたる経
済・社会そして文化的交流に貢献する特性をもっている。ヘンリー・フォードによる「T型」車
が広く受け入れられたのは，この原点ともいうべき性質をほぼ備えていたからにほかならない。
大衆に廉価で，しかも絶えず機能性と質的充実を図り，環境問題をとくに配慮し，安全装置を
格別に配慮する車こそ，人々が求めているのである。
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　転じて，先端技術を内蔵する自動車を生産する機械・設備は，いつでも軍事工業に移行でき
る危険性を絶えず孕んでいるのは，第2次世界大戦の章重な経験から実証してくれる。企業の
社会的責任がよく取り沙汰されるが，言行一致の難しさを克服する，とりわけ経営首脳陣の決
断が組織的にも個人的にも緊急な課題となっていることはいうまでもない。
